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はじめに

北海道開発庁，国土庁，運輸省および建設省

は，２００１年１月の国土交通省の発足に向けて，平

成１３年度予算について，公共事業関係費８兆１，２２６

億円（国費），非公共事業関係費６，７１９億円（国

費）の統一要求を行った。

今回の要求においては，省庁統合を踏まえ，都

市交通をはじめとする各分野における多様な施策

の連携を，従来省庁の所管を越えて強力に推進す

るとともに，そのため必要な分野に予算の重点配

分を行うこととしている。

また，その内容については，景気を本格的な回

復軌道に乗せるとともに，豊かで活力ある２１世紀

の経済社会を構築するため，日本新生プランの重

要４分野である「都市基盤整備」「IT革命の推

進」「環境問題への対応」「高齢化対応」等の重要

課題に重点化している。

さらに，再評価の厳格な実施による継続事業の

徹底した見直し，新規採択における費用対効果分

析等の客観的評価の実施，事後評価を通じた既存

ストックの有効活用等を通じて，公共事業の効率

的で効果的な実施を確保している。

なお，予算要求の配分方針の決定にあたって

は，施策の意図・目的・必要性，手段の適正性，

達成効果・達成時期等を明らかにする政策評価の

視点を導入したところである。

以下においては，平成１３年度国土交通省関係予

算概算要求について，建設省関係を中心に，その

概要を説明する。

第１ 概算要求の主要事項

１． 都市生活を抜本的に改善する都市基盤の整備

事業費 ６兆３，３４６億円（１．１０倍）

国 費 ３兆２，０９７億円（１．１４倍）

� 連携施策の展開による都市の交通問題の抜

本的解決

○都市新生の拠点となる鉄道駅周辺の総合的改

善【連携】

事業費１，３７４億円（１．４１倍）

国 費 ６０６億円（１．５１倍）

○ボトルネック踏切対策の集中的実施【連携】

事業費２，９９６億円（１．３６倍）

国 費１，５６９億円（１．３６倍）

○バイパスの整備，TDM（交通需要マネジメ

ント）等による都市部の交通混雑の改善【連
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携】

事業費２，８３７億円（１．１３倍）

国 費１，３５２億円（１．０２倍）

� 都市の社会経済活動を支える交通基盤の強

化

○環状道路の整備など，高規格幹線道路等の幹

線道路ネットワークの整備

事業費２兆８，７３１億円（１．０４倍）

国 費１兆４，１９０億円（１．１１倍）

� 快適で美しい都市空間の実現

○臨港地区など臨海部における都市基盤整備の

推進【連携】

事業費４６億円（１．６４倍）

国 費２２億円（１．６９倍）

○地域の創意工夫を活かしたまちづくりの推進

事業費１，３７０億円（２．１１倍）

国 費 ６３９億円（２．１６倍）

� 災害に強い安全な都市づくりの推進

○総合的な都市水害対策

事業費３，８４４億円（１．３５倍）

国 費２，２７７億円（１．４８倍）

２． IT革命の推進

事業費 ６，２５０億円（１．４４倍）

国 費 ３，２７１億円（１．３８倍）

� IT インフラの整備

○光ファイバー収容空間ネットワークの整備に

よるFTTHの支援【連携】

事業費４，５０３億円（１．３４倍）

国 費２，５１９億円（１．３４倍）

� 国民生活・産業社会の IT化

○ETCなど，高度道路交通システム（ITS）

の推進【連携】

事業費７３４億円（１．３５倍）

国 費３４０億円（１．３４倍）

○防災分野の IT化の推進【連携】

事業費６００億円（１．３９倍）

国 費３８９億円（１．６０倍）

３． 循環型社会と美しい日本の形成を目指した環

境問題への対応

事業費 ８，９１１億円（１．１７倍）

国 費 ４，５３５億円（１．１７倍）

○渋滞の解消等による沿道環境の改善【連携】

事業費８１２億円（１．３２倍）

国 費４９７億円（１．３１倍）

○きれいな水，豊かな水を目指した水環境の改

善【連携】

事業費４，６６９億円（１．０６倍）

国 費２，４４０億円（１．０７倍）

４． 少子・高齢社会に対応した安心の暮らしの実

現

事業費 １兆４，３８０億円（１．１４倍）

国 費 ６，８７４億円（１．１５倍）

� バリアフリー社会の形成

○駅とその周辺，公共交通機関のバリアフリー

化【連携】

事業費５，０６２億円（１．１０倍）

国 費２，６１６億円（１．０９倍）

○総合的な高齢者住宅政策の展開

事業費１，０３６億円（１．６６倍）

国 費 ４３１億円（１．４９倍）

○積雪寒冷地における冬期バリアフリー施策の

展開【連携】

事業費１，４７７億円（１．０３倍）

国 費 ９７２億円（１．０４倍）

� 少子化対策の推進

○子育てしやすい住宅・居住環境の整備

事業費１６０億円（２．４１倍）

国 費８０億円（２．４０倍）

５． 安全の確保

事業費 １兆３，７０２億円（１．０３倍）

国 費 ７，８８８億円（１．０５倍）

� 自然災害に対する安全な暮らしの実現

○火山災害対策の推進【連携】

事業費３３６億円（１．３５倍）

国 費２４７億円（１．３３倍）

○水害・土砂災害対策の推進

事業費１，４５８億円（１．００倍）

国 費 ８４４億円（１．００倍）

� 交通安全の確保

○事故多発地点における交通安全対策の集中実
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施【連携】

事業費２，８５１億円（１．０６倍）

国 費１，６７９億円（１．０１倍）

６． 日本新生プランに対応した調査・研究等の推

進

国 費 １３７億円（１．３７倍）

日本新生プランの重要４分野である「都市基盤

整備」「IT革命の推進」「環境問題への対応」「高

齢化対応」等の重要課題に対応

第２ 公共事業の効率的・効果的実施に向けての

取組み

１． 連携施策の推進，重点化に向けた取組み

� 国土交通省の発足に向けた連携施策の推進

２００１年の国土交通省の発足に向け，都市交通を

はじめとする各分野における多様な施策の連携

を，従来省庁の所管の枠を越えて強力に推進する

とともに，そのために必要な分野に予算の重点配

分を行う。

� 政策課題に対応した公共事業の重点的な実

施

豊かで活力ある２１世紀の経済社会を構築するた

め，日本新生プランの重要４分野である「都市基

盤整備」「IT革命の推進」「環境問題への対応」

「高齢化対応」等の重要課題に対応した事業を重

点的に実施する。

また，引き続き，事業実施箇所を厳選し，早期

の事業効果発現を図る。

２． 透明化に向けた取組み

� 政策評価的手法の導入

予算要求の配分方針の決定に当たっては，施策

の意図・目的・必要性，手段の適正性，達成効果

・達成時期等を明らかにする政策評価的手法を導

入する。

� 事業の新規採択時評価について

新規採択時評価実施要領に基づき，原則として

すべての新規採択箇所について費用対効果分析を

行い，総合的な評価を行う。また，新規採択時評

価を一層国民にわかりやすいものとするため，引

き続き公表範囲の拡大等の改善に取り組む。

� 事業の再評価について

再評価実施要領に基づき，継続中の事業につい

て厳格に再評価を実施し，個々の事業についてそ

の必要性を厳しく洗い直す。

� 事後評価システムの検討

建設省所管公共事業の事後評価基本方針（案）

に基づき，引き続き事後評価を試行的に実施し，

システムの確立等に向けた検討を行う。

３． 予算の執行体制と補助金制度の見直し

� 公共事業予算の一括配分制度の導入

国土交通省の発足に伴い，地方のニーズをより

一層的確に反映した住宅・社会資本整備を推進す

るため，事業の決定および執行に関する大臣の権

限をできるだけ地方整備局長へ委任し，各地域単

位での直轄事業の実施，補助事業の調整等を総合

的に行う仕組みを導入する。

� 補助金制度の見直し

「中央省庁等改革基本法」（平成１０年法律第１０３

号），「地方分権推進計画」（平成１０年５月２９日）

および「第２次地方分権推進計画」（平成１１年３

月２６日）等も踏まえ，引き続き，各事業分野ごと

の特性に応じて国が関与して整備する範囲の明確

化を図るとともに，統合補助金の拡充等地方公共

団体の主体的な取組みや創意工夫を活かした事業

を展開する。

〈統合補助金の拡充〉

○まちづくり総合支援事業について，防災や福

祉に配慮した施設に対する支援を拡充すると

ともに，規模を倍増

事業費１，５４０億円（１．９０倍）

国 費 ７００億円（２．００倍）

○緑地保全事業の統合補助金化

○公営住宅ストック総合改善事業の統合補助金

化

〈補助金の廃止〉

○河川の局部改良に係る補助金（継続事業につ

いては平成１４年度に措置予定）

〈補助採択基準の引上げ〉

○河川修繕費補助，砂防設備修繕費補助，地す

べり防止施設修繕費補助の採択基準（下限）

の引上げ（２，４００万円→３，０００万円）
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公
共
事
業
関
係
計

２６
，６
４６
，７
４２

２６
，４
５７
，６
８７

１
．０
１

６
，９
９７
，７
１６

４３
０
，７
１３

５０
５
，８
００

６
，５
４７
，５
９６

１
．０
７

官
庁

営
繕

５８
，３
２０

１１
１
，７
１６

０
．５
２

３１
，６
５３

２
，６
３４

０
３７
，２
４２

０
．８
５

行
政

経
費

３１
，４
４５

２４
，５
００

１
．２
８

３０
，７
０２

５
，５
７７

０
２３
，７
６１

１
．２
９

合
計

２６
，７
３６
，５
０７

２６
，５
９３
，９
０３

１
．０
１

７
，０
６０
，０
７１

４３
８
，９
２４

５０
５
，８
００

６
，６
０８
，５
９９

１
．０
７
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４． 効率化に向けた取組み

� コスト縮減対策

平成９年４月４日に公表された「公共工事コス

ト縮減対策に関する行動指針」および「公共工事

コスト縮減対策に関する行動計画」に基づき，平

成１１年度までの３年間の取組みにより，公共工事

コストを少なくとも１０％以上縮減することを目指

し，さまざまな施策を実施してきた。

今後は，工事コストの低減のほか，ライフサイ

クルコストの低減などの視点も加えつつ，引き続

き，公共工事に関するコスト縮減を推進する。

また，住宅建設コストの低減についても引き続

き積極的に推進する。

� PFI の推進

国・地方公共団体の財政支出の有効活用，新た

な民間事業機会の創出等を図るため，PFI（プラ

イベート・ファイナンス・イニシアティブ）によ

る駐車場，駐輪場，公園施設等の整備を推進す

る。

� 類似事業間調整の一層の推進

道路と農道・林道，汚水処理施設，海岸事業に

ついて，本省レベル，都道府県レベルの双方で調

整会議を開催すること等を通じて調整のとれた事

業を実施する。

おわりに

以上が平成１３年度国土交通省関係予算概算要求

の概要であるが，このような概算要求の内容は，

わが国経済を新生し，本格的な回復軌道に乗せる

とともに，豊かで活力ある２１世紀の経済社会の構

築に大きく資するものであると考えている。

なお，来年度予算については新体制での初の満

年度予算となることに鑑み，従来にも増して施策

内容を総点検した上で編成することとされてお

り，今後の予算編成過程において日本新生特別枠

の留保分を含め，皆様のご協力とご支援を仰ぎつ

つ，所要の予算の確保と充実が図られるよう努め

てまいりたい。

２． 財政投融資計画等総括表
（単位：百万円）

資金内訳

区 分

財政投融資 自己資金等との合計

１３年度
要求額
（A）

前年度
（B）

倍率
（A/B）

１３年度
要求額
（C）

前年度
（D）

倍率
（C/D） 備 考

住 宅 金 融 公 庫 ９，２２８，７００ １０，３８７，１００ ０．８９ １０，８９５，８００ １２，０３９，２００ ０．９１ １． 都市基盤整備公団および本州
四国連絡橋公団は，鉄道分を除
く。

２． 民間都市開発推進機構は，港
湾整備分を除く。

３． 財政投融資には政府保証外債
を含む。

４． 自己資金等には，以下の財投
機関債を含む。
・住宅金融公庫 ２，０００億円
・日本道路公団 １，４００億円
・首都高速道路公団 １００億円
・阪神高速道路公団 １００億円
・都市基盤整備公団の財投機関債
の額については，予算編成まで
に確定する。

５． NTT―A型事業は含まない。

都 市 基 盤 整 備 公 団 １，０４６，９００ ９９６，０００ １．０５ ３，０５５，００３ ３，００４，９３８ １．０２

小 計 １０，２７５，６００ １１，３８３，１００ ０．９０ １３，９５０，８０３ １５，０４４，１３８ ０．９３

日 本 道 路 公 団 ２，１７４，０００ ２，２２０，０００ ０．９８ ５，３４９，９１７ ５，３８０，９２０ ０．９９

首 都 高 速 道 路 公 団 ４１２，５００ ３７５，６００ １．１０ ８２３，４９０ ７５９，９３０ １．０８

阪 神 高 速 道 路 公 団 ３５９，１００ ３２８，８００ １．０９ ６７２，８１０ ６３６，１９５ １．０６

本 州 四 国 連 絡 橋 公 団 １２４，７００ １４６，６００ ０．８５ ４６２，４６３ ４５７，６９５ １．０１

小 計 ３，０７０，３００ ３，０７１，０００ １．００ ７，３０８，６８０ ７，２３４，７４０ １．０１

都市開発資金融通特別会計 １２，２００ ３２，０００ ０．３８ ４７，８００ ５１，７００ ０．９２

日 本 下 水 道 事 業 団 ２，０００ ３，６００ ０．５６ ２３，７１６ ２４，５０８ ０．９７

民間都市開発推進機構 ９００ ７００ １．２９ ７，３２１ ６，４４２ １．１４

合 計 １３，３６１，０００ １４，４９０，４００ ０．９２ ２１，３３８，３２０ ２２，３６１，５２８ ０．９５
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